
公共交通利用推進等マネジメント
協議会設置の趣旨等について

平成１７年３月

資　料　１



全国レベル、各地域レベルそれぞ
れに設置し、企業、交通事業者、
行政、利用者のパートナーシップ
による取組みを推進する。

公共交通利用推進等マネジメント協議会について

運輸分野全体からのＣＯ２排出量は、低燃費車・低公害
車の開発・普及等の効果もあり、全体としては抑制傾向を
示しているものの、自家用車については、１０年間で約４
割から約５割へと１０ポイント急増しており対策が急務。
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送迎

通勤・通学

業務

人流分野におけるＣＯ２排出削減に向けた取組みの新たな展開

運輸分野におけるＣＯ２排出量の推移

省エネ法改正
（企業による公共交通利用推進の努力義務）

企業サイドとの連携等新しいアプローチによる公共交通利用推進等の先進的な取組みの出現

低公害車等によるカーシェアリングの推進

SHIFTSHIFT

通勤交通マネジメント

京都議定書の発効
京都議定書目標達成計画の策定

このような新たな取組みと、公共交通機関の利便性向上等との連携による幅広い展開が求められる。

（全国）行動指針の策定、啓発活動の
実施、具体的活動・支援のあり方、Ｃ
ＳＲ評価との連携等の検討
（各地域）行動指針の策定、具体的活
動の実施

公共交通利用推進等
マネジメント協議会

○　特に、自家用自動車交
通に起因するＣＯ２排出量
のうち、通勤や業務用、買
物によるマイカー使用が全
体の相当数を占めている。



公共交通機関の利便性向上に向けた
交通事業者の取組みが中心

公共交通利用の推進に関する関係者のパートナーシップの強化

従来の取組み

企業サイドとの連携等従来にない新しいアプローチ
による公共交通利用推進等の取組みの出現

新たな取組み

交通事業者

鉄道の高速化・近代化

バスロケーションシステムの導入等

共通ＩＣカードの導入

企　業

通勤交通マネジメント

観光施設等と交通事業者
とのタイアップ

（シャトルバス、買物割引等）

低公害車等による
カーシェアリングの
利用推進

公共交通の利用推進等に
関する各種活動の強化

公共交通機関の公共交通機関の
整備等と連携整備等と連携全国・各地域に「公共交通利用推進等マネジメント協議会」を設置

行　政 利用者

連　携

交通事業者・企業等の
取組み（モデル事業等）への支援

企業、利用者等への啓発活動

公共交通の利用に関連する
環境マネジメントへの取組み

従業員等への啓発活動

四者のパートナーシップ四者のパートナーシップ
による活動を強化による活動を強化



公共交通利用推進等マネジメント協議会による活動のイメージ

・トヨタ自動車、松下電器ほか
・ノキア（独）
・フォード（ベルギー）

通勤交通マネジメント

・彩都（阪急彩都開発㈱・ダイハツ）
・ブレーメン（ドイツ）
・チューリッヒ（スイス）

低公害車等によるカーシェアリング

公共交通の利用
推進等に関する具
体的な活動の実施

公共交通活性化総合プログラム等の活用

各地域ごとの達成目標、具体的事
業計画等を反映した「地域公共交
通利用推進等マネジメントアクショ
ンプログラム」（仮称）の策定・フォロー
アップ

地方レベル協議会

以下のような内容に関する行動指針の策定
国土交通省 経済産業省

経済界交通事業者等

連携

連携

企業等の需要サイドの取組みへの支援方策の検討交通事業者等の供給サイドの取組みへの支援方策の検討

地方運輸局 経済産業局

地元経済界地域交通事業者等

連携

連携

全国レベル協議会

公共交通の利用推進に関するシンポジウムの開催等ＰＲ活動の推進

参加企業のＣＳＲ評価への反映推進

これらの活動と連携した公共交通機関の整備のあり方の検討

・会津ぐるっとカード（会津地区）
・エコモーション神戸（神戸市）
・ウィーン（オーストリア）

観光施設等と交通事業者と
のタイアップ（買物割引等）



公共交通の利用推進のための支援措置等の強化のイメージ

○　公共交通活性化総合プログラムの
活用による計画策定
○　広域的な公共交通利用転換実証実
験（Ｈ１７年度まで）

交通事業者への支援

計画・実験段階

○　鉄道の整備（新線、線増、高速化等）
○　バスの利便性向上（オムニバスタウン
整備、シャトルバスの車両購入・実証運
行、バスロケーションシステム・バス停等
の整備）
○　共通ＩＣカードの導入

事業実施段階

モード横断的な支援のあり方について検討中
（公共交通の利用円滑化に関する懇談会）

拡大

国による企業、利用者等国民各層への啓発活動の推進

国民各層への啓発活動の推進

企業等需要サイドの新たな
アプローチによる取組みへの支援

通勤交通マネジメント・
業務時の公共交通利

用促進

低公害車等による
カーシェアリング

観光施設等と交通事
業者がタイアップした
公共交通の利用誘導・
推進

以下のような取組みを行うモデル事
業等への支援


